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平成２５年度「伊豆の国市　住宅新築及びリフォーム助成事業」　取扱規程
伊豆の国市商工会

（趣旨）

第1条 この規程は、伊豆の国市商工会(以下「商工会」という。)が、市民の住環境の向上と市内建設関連業者の受注機会の増大及び市内商店等の利用拡大を図ることにより、市内経済を活性化させることを目的として、予算の範囲内において実施する伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業（以下「助成事業」という。）について、その実施と運用方法に関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）市民　伊豆の国市に住民登録を有する者並びに市内に永住する目的をもって住宅を新築し、その完成後速やかに住民登録をしようとする者

（２）市税等　市民税、固定資産税、国民健康保険税、およびその他の公課をいう。

（３）住宅　自己の居住用に供する専用住宅又は併用住宅をいい、賃貸住宅は除くものとする。

（４）市内業者　平成２５年４月１日時点において、伊豆の国市内に本社、本店、支店又は営業所が登記されている建設関連法人、もしくは住民登録されている個人の建設関連事業主であること。また助成事業に登録されたもので、市税等を滞納していないものをいう。なお、工事の規模においては、建設業の許可申請書に伊豆の国市に営業所の記載のあるもの。なお、建売業者についても同様とする。

　　

（５）商品券　商工会が助成事業専用に発行する、有効使用期間６ヶ月、額面金額１，０００円の商品券をいう。商品券内訳は専用券（地元商店等）と共通券（大型店使用も可）の半々とする。助成事業に登録された商店等で使用できるものとする。上記半々が端数の時は、端数分は専用券とする。

なお、この商品券は、当該申請工事の支払い代金にあてることはできないものとする。

（６）審査会　助成事業の円滑な事務処理及び申請内容の審査を行うため、商工会内に設置した会をいう。

（助成対象者）

第３条　助成事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）市税等を滞納していない市民

（２）既に助成事業による助成金（２４年度受給者を含む）を支給されていない者

（３）市内業者を利用して自己の所有する住宅に関しての工事を行うもの。

（４）同一世帯１回限りとする。

（助成対象住宅）

第４条　助成事業の対象となる住宅は、次の各号に掲げるものとする。

（１）市民が新たに建設する専用住宅、又は現に所有している専用住宅

（２）市民が新たに建設する併用住宅、又は現に居住している併用住宅のうち、自己の居住用に供する部分

（３）新たに建設する専用住宅、併用住宅については、第２条第１項第４号の市内業者が建築した建売住宅も可とする。ただし、当該年度内に買主が申請し、当該年度内に着工かつ完了報告したものに限る。

（４）建売に関しては、申請時に着工時期が確認できる書類（着工時の日付入りの写真又は、黒板に日付を入れた写真等）

（助成対象工事）

第5条 助成事業の対象となる工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）助成対象住宅にかかる新築、増改築、修繕又はリフォーム工事

（２）市内業者を元請として発注された工事

（３）請負金額の総額が３０万円以上（消費税及び地方消費税を含む）の工事

（４）当該工事について、交付決定を受けた後に着工し、指定期間までに完了報告書を提出できる工事

　　　ただし、建売住宅は除く。

２　助成事業の対象とならない工事は、居住住宅本体に関わる工事以外のもので、次の各号に該当するものとする。

（１）造園、門扉、堀又は外構の工事

（２）電気機器単品での更新(移動または取り外し可能な機器:エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗機機など

（３）住宅とは別棟の倉庫、車庫等の工事

（４）増改築、リフォームを伴わない解体工事

（５）建物工事を伴わない単独の舗装工事

（６）下水道工事

（７）浄化槽工事

（８）審査会にて認められないもの

（助成金額）

第6条 助成金の額は、次の各号に基づいて算出した額とする。ただし、算出の根拠となる算定基準額は、申請時における見積金額（他の補助金を併用した場合は補助された部分を差し引き見積金額とする。）を採用する。

（１）算定基準額が３０万円以上１３４万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、全額商品券とする。

（２）算定基準額が１３４万円以上、６６７万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、２０万円分商品券とし残額は現金とする。

（３）算定基準額が６６７万円を超える場合は助成額１００万円(商品券２０万円、現金８０万円)

（４）同上各号の計算後、1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。
２　助成金は、２０万円までは全額商品券とし、それを超える場合は残りを現金で支給するものとする。

３　他の助成制度との併用可能。ただし、助成金額の総額が工事金額の総額を超えないものとする。

（交付申請）

第７条　助成金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、助成対象工事の着工前に、

建売住宅の場合は、買主決定後、次に掲げる書類を商工会へ提出しなければならない。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業申請書（様式第１号）

（２）工事見積書又は請負契約書等（併用住宅の場合は、居住部分に係る工事金額が明記されたもの）

（３）完納証明書　(市役所伊豆長岡庁舎　徴収対策課のみで発行。市発行原本)

（４）施工前の写真

（５）市建物評価証明（市発行原本）又は家屋の登記簿（写し）

新築の場合又は大規模な増改築で建築確認が必要な場合は、建築確認済証（写し）

（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の決定等）

第８条　商工会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を速やかに一定の期日に開催する審査会に諮り、その適否及び助成金額を決定し、伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業（交付・不交付・取消）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（変更等）
第９条　前条の交付決定を受けた申請者は、次に定める事項に変更が生じた場合には速やかに伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業変更申請書（様式第３号）を商工会に提出しなければならない。

（１）第６条に掲げる書類の記載事項に変更が生じた場合
（２）工事が予定期間内に完了しない時、又は遂行が困難となった場合
（３）工事を中止し、又は廃止しようとする場合

（４）助成対象工事の請負金額が３０万円未満となった場合

（５）前４号に掲げるもののほか、商工会長が必要あると認めた場合
（交付請求）

第１０条　前条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「受給者」という。）は、助成対象工事の完了後、速やかに次に掲げる書類を商工会へ提出し、助成金を請求するものとする。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業完了報告書（様式第４号）

（２）助成対象工事写真（施工前、工事中、施工後）

（３）施工業者が受給者に発行した工事領収書（原本）又は、銀行振込みにより工事代金を支払った場合は取引金融機関の発行する振込金受取書等の証ひょうをもって領収書に代えることができるものとする。

（４）完成検査済証（写し）

（５）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業請求書（様式第６号）

（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の確定及び支給）

第１１条　商工会は、前条の規定による請求があったときは、内容を速やかに審査した上で、その適否及び助成金額を確定し、申請者に伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業　確定通知書（様式第５号）で通知し、第６条に基づき、商品券と現金を支給するものとする。

２　助成金額の確定に当たっては、第８条の交付決定金額を上限とし、増額は認めないものとする。

３　商品券は、支給期日及び有効使用期限を定め、伊豆の国市商工会の窓口にて支給するものとし、

　　現金は、申請者の口座へ振り込むものとする。

（交付取消し及び返還）

第１２条　申請者又は受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消し、及び既に交付した商品券・現金の全部を返還することとする。

（１）この規程に違反したとき

（２）虚偽又は不正の申請を行ったとき

（３）商品券・現金の支給から１年以内に市民でなくなったとき。

（４）第９条の内容により事業が対象外となった場合。
（申請の取り下げ）

第１３条　申請者又は受給者は、助成対象工事の中止等により、申請を取り下げる事実が発生した場合は、速やかにその旨を届け出なければならない。

（委任）

第１４条　この規程に定めるものの他、必要な事項は別に定める。

　　附　則

　１　この規程は、平成２５年４月１日から施行し、当該年度内に適用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年4月1日

平成２５年度「伊豆の国市　住宅新築及びリフォーム助成事業」　取扱規程
伊豆の国市商工会

（趣旨）

第3条 この規程は、伊豆の国市商工会(以下「商工会」という。)が、市民の住環境の向上と市内建設関連業者の受注機会の増大及び市内商店等の利用拡大を図ることにより、市内経済を活性化させることを目的として、予算の範囲内において実施する伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業（以下「助成事業」という。）について、その実施と運用方法に関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第4条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）市民　伊豆の国市に住民登録を有する者並びに市内に永住する目的をもって住宅を新築し、その完成後速やかに住民登録をしようとする者

（２）市税等　市民税、固定資産税、国民健康保険税、およびその他の公課をいう。

（３）住宅　自己の居住用に供する専用住宅又は併用住宅をいい、賃貸住宅は除くものとする。
（４）市内業者　平成２５年４月１日時点において、伊豆の国市内に本社、本店、支店又は営業所が登記されている建設関連法人、もしくは住民登録されている個人の建設関連事業主であること。また助成事業に登録されたもので、市税等を滞納していないものをいう。なお、工事の規模においては、建設業の許可申請書に伊豆の国市に営業所の記載のあるもの。なお、建売業者についても同様とする。
　　

（５）商品券　商工会が助成事業専用に発行する、有効使用期間６ヶ月、額面金額１，０００円の商品券をいう。商品券内訳は専用券（地元商店等）と共通券（大型店使用も可）の半々とする。助成事業に登録された商店等で使用できるものとする。上記半々が端数の時は、端数分は専用券とする。
なお、この商品券は、当該申請工事の支払い代金にあてることはできないものとする。
（６）審査会　助成事業の円滑な事務処理及び申請内容の審査を行うため、商工会内に設置した会をいう。

（助成対象者）

第３条　助成事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）市税等を滞納していない市民

（２）既に助成事業による助成金（２４年度受給者を含む）を支給されていない者

（３）市内業者を利用して自己の所有する住宅に関しての工事を行うもの。

（４）同一世帯１回限りとする。

（助成対象住宅）

第４条　助成事業の対象となる住宅は、次の各号に掲げるものとする。

（１）市民が新たに建設する専用住宅、又は現に所有している専用住宅

（２）市民が新たに建設する併用住宅、又は現に居住している併用住宅のうち、自己の居住用に供する部分

（３）新たに建設する専用住宅、併用住宅については、第２条第１項第４号の市内業者が建築した建売住宅も可とする。ただし、当該年度内に買主が申請し、当該年度内に着工かつ完了報告したものに限る。
（４）建売に関しては、申請時に着工時期が確認できる書類（着工時の日付入りの写真又は、黒板に日付を入れた写真等）

（助成対象工事）

第7条 助成事業の対象となる工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）助成対象住宅にかかる新築、増改築、修繕又はリフォーム工事

（２）市内業者を元請として発注された工事

（３）請負金額の総額が３０万円以上（消費税及び地方消費税を含む）の工事

（４）当該工事について、交付決定を受けた後に着工し、指定期間までに完了報告書を提出できる工事
　　　ただし、建売住宅は除く。
２　助成事業の対象とならない工事は、居住住宅本体に関わる工事以外のもので、次の各号に該当するものとする。

（１）造園、門扉、堀又は外構の工事

（２）電気機器単品での更新(移動または取り外し可能な機器:エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗機機など

（３）住宅とは別棟の倉庫、車庫等の工事

（４）増改築、リフォームを伴わない解体工事

（５）建物工事を伴わない単独の舗装工事

（６）下水道工事

（７）浄化槽工事

（８）審査会にて認められないもの

（助成金額）

第8条 助成金の額は、次の各号に基づいて算出した額とする。ただし、算出の根拠となる算定基準額は、申請時における見積金額（他の補助金を併用した場合は補助された部分を差し引き見積金額とする。）を採用する。

（１）算定基準額が３０万円以上１３４万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、全額商品券とする。

（２）算定基準額が１３４万円以上、６６７万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、２０万円分商品券とし残額は現金とする。

（３）算定基準額が６６７万円を超える場合は助成額１００万円(商品券２０万円、現金８０万円)

（４）同上各号の計算後、1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。
２　助成金は、２０万円までは全額商品券とし、それを超える場合は残りを現金で支給するものとする。

３　他の助成制度との併用可能。ただし、助成金額の総額が工事金額の総額を超えないものとする。

（交付申請）

第７条　助成金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、助成対象工事の着工前に、
建売住宅の場合は、買主決定後、次に掲げる書類を商工会へ提出しなければならない。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業申請書（様式第１号）

（２）工事見積書又は請負契約書等（併用住宅の場合は、居住部分に係る工事金額が明記されたもの）

（３）完納証明書　(市役所伊豆長岡庁舎　徴収対策課のみで発行。市発行原本)

（４）施工前の写真

（５）市建物評価証明（市発行原本）又は家屋の登記簿（写し）

新築の場合又は大規模な増改築で建築確認が必要な場合は、建築確認済証（写し）

（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の決定等）

第８条　商工会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を速やかに一定の期日に開催する審査会に諮り、その適否及び助成金額を決定し、伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業（交付・不交付・取消）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（変更等）
第９条　前条の交付決定を受けた申請者は、次に定める事項に変更が生じた場合には速やかに伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業変更申請書（様式第３号）を商工会に提出しなければならない。

（１）第６条に掲げる書類の記載事項に変更が生じた場合
（２）工事が予定期間内に完了しない時、又は遂行が困難となった場合
（３）工事を中止し、又は廃止しようとする場合

（４）助成対象工事の請負金額が３０万円未満となった場合

（５）前４号に掲げるもののほか、商工会長が必要あると認めた場合
（交付請求）

第１０条　前条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「受給者」という。）は、助成対象工事の完了後、速やかに次に掲げる書類を商工会へ提出し、助成金を請求するものとする。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業完了報告書（様式第４号）

（２）助成対象工事写真（施工前、工事中、施工後）

（３）施工業者が受給者に発行した工事領収書（原本）又は、銀行振込みにより工事代金を支払った場合は取引金融機関の発行する振込金受取書等の証ひょうをもって領収書に代えることができるものとする。
（４）完成検査済証（写し）
（５）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業請求書（様式第６号）

（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の確定及び支給）

第１１条　商工会は、前条の規定による請求があったときは、内容を速やかに審査した上で、その適否及び助成金額を確定し、申請者に伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業　確定通知書（様式第５号）で通知し、第６条に基づき、商品券と現金を支給するものとする。

２　助成金額の確定に当たっては、第８条の交付決定金額を上限とし、増額は認めないものとする。

３　商品券は、支給期日及び有効使用期限を定め、伊豆の国市商工会の窓口にて支給するものとし、

　　現金は、申請者の口座へ振り込むものとする。

（交付取消し及び返還）

第１２条　申請者又は受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消し、及び既に交付した商品券・現金の全部を返還することとする。

（１）この規程に違反したとき

（２）虚偽又は不正の申請を行ったとき

（３）商品券・現金の支給から１年以内に市民でなくなったとき。
（４）第９条の内容により事業が対象外となった場合。
（申請の取り下げ）

第１３条　申請者又は受給者は、助成対象工事の中止等により、申請を取り下げる事実が発生した場合は、速やかにその旨を届け出なければならない。

（委任）

第１４条　この規程に定めるものの他、必要な事項は別に定める。
　　附　則

　１　この規程は、平成２５年４月１日から施行し、当該年度内に適用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年4月2日
改訂平成25年3月22日
平成２５年度（追加）「伊豆の国市　住宅新築及びリフォーム助成事業」　取扱規程（案）
伊豆の国市商工会
（趣旨）

第１条　この規程は、伊豆の国市商工会(以下「商工会」という。)が、市民の住環境の向上と市内建設関連業者の受注機会の増大及び市内商店等の利用拡大を図ることにより、市内経済を活性化させることを目的として、予算の範囲内において実施する伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業（以下「助成事業」という。）について、その実施と運用方法に関し、必要な事項を定めるものとする。
（用語の定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）市民　伊豆の国市に住民登録（又は外国人登録(削除)）を有する者並びに市内に永住する目的をもって住宅を新築し、その完成後速やかに住民登録（又は外国人登録(削除)）をしようとする者

（２）市税等　市民税、固定資産税、国民健康保険税、（水道料(削除)）およびその他の公課をいう。

（３）住宅　自己の居住用に供する専用住宅又は併用住宅をいい、賃貸住宅は除くものとする。
（４）市内業者　平成２５年４月１日時点において、伊豆の国市内に本社、本店、支店又は営業所が登記されている建設関連法人、もしくは住民登録されている個人の建設関連事業主であること。また助成事業に登録されたもので、市税等を滞納していないものをいう。なお、工事の規模においては、建設業の許可申請書に伊豆の国市に営業所の記載のあるもの。なお、建売業者についても同様とする。
　　

（５）商品券　商工会が助成事業専用に発行する、有効使用期間６ヶ月、額面金額１，０００円（×１０枚綴りの１万円（削除））の商品券をいう。商品券内訳は専用券（５枚（削除））（地元商店等）と共通券（５枚（削除））（大型店使用も可）（の１０枚綴り（削除））　の半々とする。助成事業に登録された商店等で使用できるものとする。上記半々が端数の時は、端数分は専用券とする。（追加）
なお、この商品券は、当該申請工事の支払い代金にあてることはできないものとする。
（６）審査会　助成事業の円滑な事務処理及び申請内容の審査を行うため、商工会内に設置した会をいう。
（助成対象者）
第３条　助成事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）市税等を滞納していない市民
（２）既に助成事業による助成金（２４年度受給者を含む）を支給されていない者

（３）市内業者を利用して自己の所有する住宅に関しての工事を行うもの。

（４）同一世帯１回限りとする。(追加)

（助成対象住宅）

第４条　助成事業の対象となる住宅は、次の各号に掲げるものとする。

（１）市民が新たに建設する専用住宅、又は現に所有している専用住宅
（２）市民が新たに建設する併用住宅、又は現に居住している併用住宅のうち、自己の居住用に供する部分
（３）新たに建設する専用住宅、併用住宅については、第２条第１項第４号の市内業者が建築した建売住宅も可とする。ただし、当該年度内に買主が申請し、当該年度内に着工かつ完了報告したものに限る。（追加）
（４）建売に関しては、申請時に着工時期が確認できる書類（着工時の日付入りの写真又は、黒板に日付を入れた写真等）（追加）（追加）
（助成対象工事）

第５条　助成事業の対象となる工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）助成対象住宅にかかる新築、増改築、修繕又はリフォーム工事
（２）市内業者を元請として発注された工事

（３）請負金額の総額が３０万円以上（消費税及び地方消費税を含む）の工事
（４）当該工事について、交付決定を受けた後に着工し、指定期間までに完了報告書を提出できる工事
　　　ただし、建売住宅は除く。（追加）
２　助成事業の対象とならない工事は、居住住宅本体に関わる工事以外のもので、次の各号に該当するものとする。

（１）造園、門扉、堀又は外構の工事

（２）電気機器単品での更新(移動または取り外し可能な機器:エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗機機など

（３）住宅とは別棟の倉庫、車庫等の工事

（４）増改築、リフォームを伴わない解体工事

（５）建物工事を伴わない単独の舗装工事

（６）下水道工事

（７）浄化槽工事

（８）審査会にて認められないもの
（助成金額）

第６条　助成金の額は、次の各号に基づいて算出した額とする。ただし、算出の根拠となる算定基準額は、申請時における見積金額（他の補助金を併用した場合は補助された部分を差し引き見積金額とする。）を採用する。

（１）算定基準額が３０万円以上１３４万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、全額商品券とする。
（２）算定基準額が１３４万円以上、６６７万円未満の場合は、算定基礎額の１５％を助成額とし、２０万円分商品券とし残額は現金とする。
（３）算定基準額が６６７万円を超える場合は助成額１００万円(商品券２０万円、現金８０万円)
（４）同上各号の計算後、1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。
２　助成金は、２０万円までは全額商品券とし、それを超える場合は残りを現金で支給するものとする。

３　他の助成制度との併用可能。ただし、助成金額の総額が工事金額の総額を超えないものとする。
（交付申請）

第７条　助成金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、助成対象工事の着工前に、
建売住宅の場合は、買主決定後、（追加）次に掲げる書類を商工会へ提出しなければならない。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業申請書（様式第１号）

（２）工事見積書又は請負契約書等（併用住宅の場合は、居住部分に係る工事金額が明記されたもの）
（３）（納税証明（削除））完納証明書　(市役所伊豆長岡庁舎　徴収対策課のみで発行。市発行原本)（追加）
（４）施工前の写真

（５）市建物評価証明（市発行原本）又は家屋の登記簿（写し）
新築の場合又は大規模な増改築で建築確認が必要な場合は、建築確認済証（写し）（変更と追加）
（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の決定等）

第８条　商工会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を速やかに一定の期日に開催する審査会に諮り、その適否及び助成金額を決定し、伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業（交付・不交付・取消）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（変更等）
第９条　前条の交付決定を受けた申請者は、次に定める事項に変更が生じた場合には速やかに伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業変更申請書（様式第３号）を商工会に提出しなければならない。

（１）第６条に掲げる書類の記載事項に変更が生じた場合（契約金額は減額の場合のみ（削除））
（２）工事が予定期間内に完了しない時、又は遂行が困難となった場合
（３）工事を中止し、又は廃止しようとする場合

（４）助成対象工事の請負金額が３０万円未満となった場合

（５）前４号に掲げるもののほか、商工会長が必要あると認めた場合（か（削除））
（交付請求）

第１０条　前条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「受給者」という。）は、助成対象工事の完了後、速やかに次に掲げる書類を商工会へ提出し、助成金を請求するものとする。

（１）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム等助成事業完了報告書（様式第４号）

（２）助成対象工事写真（施工前、工事中、施工後）

（３）施工業者が受給者に発行した工事領収書（原本）又は、銀行振込みにより工事代金を支払った場合は取引金融機関の発行する振込金受取書等の証ひょうをもって領収書に代えることができるものとする。（追加）
（４）完成検査済証（写し）（追加）
（５）伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業請求書（様式第６号）

（６）その他商工会長が必要と認めるもの

（交付の確定及び支給）

第１１条　商工会は、前条の規定による請求があったときは、内容を速やかに審査した上で、その適否及び助成金額を確定し、申請者に伊豆の国市住宅新築及びリフォーム助成事業　確定通知書（様式第５号）で通知し、第６条に基づき、商品券と現金を支給するものとする。

２　助成金額の確定に当たっては、第８条の交付決定金額を上限とし、増額は認めないものとする。

（３　助成金の支給については同一住宅、同一家族又は同一人１回限りとする。(住宅を所有する者の1契約)（削除））　　

３　商品券は、支給期日及び有効使用期限を定め、伊豆の国市商工会の窓口にて支給するものとし、
　　現金は、申請者の口座へ振り込むものとする。
（交付取消し及び返還）

第１２条　申請者又は受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消し、及び既に交付した商品券・現金の全部を返還することとする。

（１）この規程に違反したとき

（２）虚偽又は不正の申請を行ったとき

（３）商品券・現金の支給から１年以内に市民でなくなったとき。
（４）第９条の内容により事業が対象外となった場合。
（申請の取り下げ）

第１３条　申請者又は受給者は、助成対象工事の中止等により、申請を取り下げる事実が発生した場合は、速やかにその旨を届け出なければならない。

（委任）

第１４条　この規程に定めるものの他、必要な事項は別に定める。
　　附　則

　１　この規程は、平成２５年４月１日から施行し、当該年度内に適用する。（変更追加）
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